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北陸の BSI （企業経営動向調査 結果） 

経営者の景気見通し 

（2022 年 11 月調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■以下の章番号、資料文中における図表番号は、月刊誌本文の番号を使用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今回調査の概要 

目    的:北陸の企業における半期ごとの業況など動向調査 

調査方法:郵送によるアンケート調査 

調査時期:2022 年 11 月下旬 

調査対象先 : 北陸３県内の主要企業 482 社 
（銀行業、保険業を除く） 

有効回答数 : 221 社（回答率 45.9％） 
（うち、郵送・FAX:93 社、web 回答:128 社） 

主な集計方法:必要に応じて、以下のように分類して集計。 
製造業と非製造業、大企業と中小企業 
建設業・卸小売業・サービス業 

主な留意点 : 各質問に対して無回答が存在する場合、集計表の 
回答数は総数 221 社と一致しない。 
図表では、端数処理の関係から合計が 100％に 
ならない場合がある。 

 
回答企業の内訳:（産業別） 製造業 103 社 
   建設業  30 
   卸小売業  38 
   サービス業  50 
       （規模別） 大企業  54 
   中小企業 167 
               （県  別） 富山県 102 
   石川県  75 
   福井県  44 
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1．景気概況 

（１）業況判断 ～ 一進一退を繰り返している  ～ 

2022 年下期（７～12 月）の業況について 2022 年上期（１～６月）と比較したところ、「良くなっ

た」が 38.9％、「変わらない」が 32.6％、「悪くなった」が 28.5％であった。この結果、業況判断

BSI（良くなった割合から悪くなった割合を差し引いた数値）は 10.4 となった。22年上期のBSI▲1.3

からは＋11.7 ポイントの改善となっている（図表 1）。 

時系列でみると、図表３のとおり、コロナ禍からの回復を経て、2021 年上期以降は一進一退を繰

り返している。 

産業別に見ると、製造業が 10.7、非製造業が 10.2 となっている。非製造業のうち、卸小売業が

28.9、サービス業が 16.0 と平均を上回っている。 

規模別に見ると、製造業・非製造業ともに、大企業と中小企業では大きく明暗が分かれた。製造

業、非製造業ともに大企業では 30 ポイントを超える値となったが、中小企業では１桁にとどまっ

ている。 

■上期の業況見通しは企業規模により格差広がる 

2023 年上期に向けた業況の見通しでは、「良くなる」が 24.0％、「変わらない」が 48.9％、「悪く

なる」が 27.1％であった。この結果、2023 年上期に向けた業況の見通し BSI は▲3.1 となった（図

表 2）。今期実績（10.4）からは 13.5 ポイントの低下となる。 

産業別・規模別にみると、製造・大企業で 21.7、非製造・大企業で 16.2 と２桁のプラスとなっ

ているが、製造・中小企業では▲10.0、非製造・中小企業では▲10.4 となったことが全体を押し下

げており、企業規模による格差はさらに広がる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．経営上の懸念事項 

 ～原材料価格・エネルギーコストに対する懸念が引き続き最多に～ 

2023 年上期に向けた懸念事項を複数回答で質問したところ、最多は「原材料価格・エネルギーコ

スト」、2番目が「国内の経済環境」、3番目が「人手不足」であった。この順番は前回調査と同様で

あり、すべての区分で「原材料価格・エネルギーコスト」が最多となっている（図表５）。 

回答率が高い経営課題について前回調査と数値を比較すると、「人手不足」が 11.7 ポイントの増

加となっている。なかでも非製造・大企業は 25.5 ポイントの大幅増加となっており、好調が続く情

報サービス業や経済活動再開に伴い回復の兆しがみられる運輸・輸送業などが目立つ（図表６）。 



3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．今後の価格転嫁について 

（１）来年中の価格転嫁の回数 

調査時点（昨年 11月）で、来年（2023

年）中の価格転嫁（値上げ）を何回程

度、予定・検討しているかを聞いたと

ころ、最も多い回答は「１回」で

46.3％、次いで「０回／値上げ予定な

し」が 34.9％、「２回」が 12.4％、と

なっている（図表 14）。 

 

 

 

（２）値上げ幅 

価格転嫁を予定・検討しているとした

企業に、値上げ幅が（複数回の場合には

合計で）何％になるかを尋ねたところ、

図表 15 のとおり、最も多い回答が「10

～19％」で 47.2％、次いで「10％未満」

が 35.2％、となっており、８割以上の企

業で最大２割程度の値上げを予定して

いるという結果となった（整数値で回答

いただいたものを 10％の範囲で集約）。 
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（３）値上げの達成度合い 

値上げが実施された場合、本来期待する水準に対する達成度合いを質問した。なお、値上げ予定

なしと回答した企業には、現時点での達成度合いについて回答いただいた。 

 

図表 16 のとおり６段階に区分したとこ

ろ、最も多い回答は「０～２割」で 25.0％、

次いで「６～７割」が 20.8％、となっている。 

産業別に見ると、非製造業では「０～２割」

が 32.2％と最も多い。小売業、飲食業など、

一般消費者をエンドユーザーとする業種が

多いことから、なかなか値上げしづらいとい

うことがうかがえる。 

一方、製造業では BtoB 企業が多いとみら

れるため、「６～７割」が 27.7％と最も多く、

次いで「８～９割」が 20.8％となっている。 

 

５．賃上げ・賃金提示の考え方について 

（１）賃上げに対する考え方 

2022 年 11 月の消費者物価指数（生鮮食

品除く総合）の前年同月比上昇率は 3.7％

と、伸び率は 40 年 11 カ月ぶりの高水準と

なり、対応策として「構造的な賃上げ」が求

められている。 

こうした状況をふまえ、賃上げに対する

考え方について質問した。図表 17 のとお

り、「Ａ：賃上げ予定はない／5.0％」「Ｇ：

現時点で考える余裕なし・未定／5.5％」を

除けば、９割近くの企業では、何らかの賃

上げの動きがありそうである。  

昨今、政財界からも賃上げに対する言及

があるが、41.1％の企業では「Ｂ：昨今の経

済情勢に関係なく従来どおりの対応」として

おり、世論など外部要因に左右されず、自社

としてのスタンスを維持するとしている。 

一方、「物価上昇」とのバランスを念頭に

入れて賃上げを予定している企業は計

44.3％（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ）となっている。全産業で見ると、物価上昇分をカバーする賃上げを予定

している企業（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ）は全体の１割程度とみられる。 
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（２）賃金提示の考え方 

採用難や人手不足解消、離職防止、あるいは高度人材獲得に向けた対応策として、特定の人・特

定のポジションに就いている人に対して高額報酬を提示するという考え方について質問した。 

 

Ａ．採用難、離職防止という観点からの高額報酬提示

について 

63.8％の企業では対応していないが、30.7％の企業

では検討・実施予定あるいはすでに実施済、となって

いる（図表 18－２）。 

「Ｂ：検討（実施予定）」の回答について企業規模別

に見ると、製造業・非製造業ともに、大企業よりも中

小企業で回答が 20 ポイント以上多いことがわかる。

これは、中小企業では人手不足・採用難も相まって、

高報酬・好待遇を提示しないと、なかなか人を採用し

づらくなってきているという状況がうかがえる。 

 

Ｂ．「人材の選択と集中」という観点から、難易度の

高い業務に従事する人に対する処遇について 

いわゆる一律の体系ではなく、部署・業務内容によ

って処遇に差をつける考え方については、55.5％の企

業ではそういう対応をしないとしているが、37.7％の

企業では、検討・実施予定あるいはすでに実施済とな

っている（図表 19－２）。  

  「Ｂ：検討（実施予定）」の回答について企業規模別

に見ると、製造業・非製造業ともに、大企業よりも中

小企業で回答が 10 ポイント以上多いことがわかる。

これは、前問の高額報酬提示と同様、高度な業務に従

事するなかなか優秀な人材を維持しづらいという状

況がうかがえる。 

 

 

 

※上記以外にも 

・リスキリング 

・デジタル人材の採用・育成 

・女性活躍 

についてのアンケート調査結果をとりまとめています。 詳細は、月刊誌本文をご覧ください。 

以上 


